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In recent years, the importance of combining the reuse of cultural heritage buildings with 
creative industries has come to people’s attention in Taiwan. However, creativity, the core 
concept of creative industries, is usually ignored, which contributes to poor development in 
the field. In order to improve current situation, this study tried to conclude the key points to 
be focused on by comparing Japanese cases from the view of cultural policies. 
The following approaches were employed in this study. Firstly, to verify the close 
connections between cultural heritage buildings and creativity in creative industries, and 
also to reveal the situation of Taiwan and Japan through literature researching. 
Secondly, based on the fact that the public agencies tend to deliver public services by 
partnering with private sector entities, the study took 6 cases from Awarded cultural heritage 
buildings owned by the public agencies in accordance with public-private partnerships -
Hualien Cultural and Creative Industries park, Hayashi Department Store, Natural Way Six 
Arts Culture Center, Tokyo Metropolitan Teien Art Museum, Yokohama Red Brick 
Warehouse, and Renaiss Hall. Then the author clarified the operations of each facility 
through literature researches and interviews. 
 Generally, it appears that the reuse of cultural heritage buildings has three different 
aspects between Taiwanese and Japanese cases. They are ‘the conversion of cultural 
heritage buildings,’ ‘the acknowledgement about creative industries,’ and ‘the execution of 
public-private partnerships.’ Moreover, in order to focus on the promotion of creativity in 
the creative industries, the study took Sharon Bailin’s study about creativity as reference, 
and constructed a new analysis model. 
By use of the analysis model, it has become clear that the reused cultural heritage 
buildings tend to be profit-oriented in Taiwan and mission-oriented in Japan. In order to 
make the balance between commerce and creativity in Taiwan, the study took ‘valuing the 
mission of facility’ as the first key point. And the second point is ‘the improvement of public-
private partnerships,’ which includes investing capital as royalty into the reuse of cultural 
heritage buildings and creative activities in the relationships, allowing creativity to be 
reflected correctly in the evaluation and performance measurement system, and increasing 
information publicity. The third key point is ‘strengthening the cultivation of specialists,’ 
which is necessary for promoting creativity sustainably. 
 









































4 経済産業省（2010）「クール・ジャパン 官民有識者会議（第 1 回）‐配付資料：知的財産戦略推進事務局－クー
ル・ジャパン戦略に関する文部科学省（文化庁）の取組」http://www.meti.go.jp/committee/kenkyukai/seisan/ 
cool_japan/001_12_00.pdf＞2017 年 9 月 20 日アクセス. 
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第 1 章 文化遺産建造物利活用と創造性 
第 1 節 文化遺産建造物の利活用 
1-1-1 文化遺産保存の端緒と概要 
歴史的な価値を持つ文化遺産を保存することは 19 世紀末の時点で既に意識され始めて
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5 
和と人類の福祉の促進を目的とした国際連合の専門機関・ユネスコ（国際連合教育科学文













モス（国際記念物遺跡会議、ICOMOS，International Council On Monuments and 
Sites）に伴い、現在の観光、経済などに多大な影響をもたらしている世界遺産という概念

















                                                     









引き起こす可能性があることに言及した（Jane Jacobs, 1961 吳鄭重訳, 2007, pp.222-




























                                                     
7 UNESCO（n.d.）“Protecting Our Heritage and Fostering Creativity. ”, Available at: https://en.unesco.org/ 
themes/protecting-our-heritage-and-fostering-creativity (Accessed 14 Dec. 2017). 
8 中華民国が 1931 年 6 月から施行し、由緒ある文物を保護するための法律である。 
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9 現在の華山文化創意産業園區。 
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8 
政軽減と柔軟性のある運営を達成するため、「促進民間参与建設法」に基づき、運営権を企業




















の「古社寺保存法」が明治 30 年（1897 年）に制定された。しかし、同法は社寺にかかわらな















































































第 2 章 創造産業と文化遺産建造物のつながりと創造性 
第 1 節 創造産業について 
2-1-1 創造産業とその定義 
 創造産業14の由来は、フランクフルト学派が 1947 年に提出した「Culture industry」に遡れ
る。当時は大量生産、大量複製された文化的商品を批判するという意味合いであったが、同学
派の各論述が基礎となり、現在のいわゆる「文化産業（Cultural industry15）」まで発展してき
た（周, 2016, p.5）。 
                                                     
13 経済産業省（n.d.）「近代化産業遺産（METI/経済産業省）」＜http://www.meti.go.jp/policy/local_economy/ 
nipponsaikoh/nipponsaikohsangyouisan.html＞2017 年 12 月 14 日アクセス. 
14 クリエイティブ産業、クリエイティブ・インダストリー（Creative industries）ともいわれている。また、国連貿
易開発会議（UNTAD）によると、創造産業はクリエイティブ経済の中心に位置することも分かった。 









化・メディア・スポーツ省（Department for Digital, Culture, Media and Sport, DCMS）は











































られている（夏, 2008, pp.18-19）。「クリエイティブ経済レポート 2013 特別版」でも、クリ
エイティブ経済の測定指標を設定するために、「創造性」と「文化」の発展を促進する原動力と
実現要素としている。 







に、唯一無二な定義が存在しない（UNCTAD, 2010 明石芳彦等訳, 2014, p.3）。また、開本、
和多田（2012, p.22）は、日本における創造性の定義が新奇性と有用性という 2 点に集約し、
それは欧米の研究から得られた結論とはほぼ合致していることを指摘した。 
一方、創造性の主体は「人」であるため、創造性の定義を 4P に帰納した Mel Rhodes（1961）
の研究をはじめ、Ronald A. Finke, et al.（1992）、川喜田（2010）、佐藤（2013）等のような




























る第 3 章において、再び Bailin の理論を参考としてとりあげ、創造性に関する分析軸を検討
する。 
 







まず、文化遺産と創造性の繋がりについては、下記の 3 つの要素にまとめられ。 
① 歴史性－古い要素、記憶などを活かして新しいアイデアに繋がる（Hani Ummu, et 
al.2012, p.194、Charles Landry, 2000 後藤監訳, 2003, p.7、INTACH 2015） 
② 芸術性－すべての文化遺産が該当するわけではないが、建築の技術と美学のことであ
り、創造産業における美術・デザインなどとの関わりが深い。（Charles Landry, 
2000 後藤監訳, 2003, pp.7-10） 
③ 空間性－創造産業を発展させるためのインキュベーター、展示空間、オルタナティブ





るために地域の独自性を重視する必要もある。（Charles Landry, 2000 後藤監訳, 
2003, pp.7-10、Mikić H., 2016, p.14） 
静岡文化芸術大学大学院 
文化政策研究科 




する源泉ともなる。（Rypkema D. and Mikić H., 2016, p.7)。 
⑥ 外部性－文化遺産の外部性を通じて、観光だけでなく、さらに各産業を発展させる可
能性がある。また、人材を誘致する力もあり、起業に適する環境を作ることに貢献で
きる。（Mikić H., 2016, p.14、Rypkema D. and Mikić H., 2016, p.7、UNESCO, et 
al. 2013 意娜等訳, 2014, p.30） 
⑦ 持続性－創造産業を文化遺産の活用に導入することによって、両者の持続性を達成す
る可能性が高くなる。（Charles Landry, 2000 後藤監訳, 2003, p.75） 




















いる（UNESCO, et al. 2013 意娜等訳, 2014, p.54）。こうした状況の中で、台湾において
                                                     






























する「クール・ジャパン」政策として打ち出したのは 2010 から 2011 年辺りのことである（後
藤, 2013, pp.11、三原, 2014, pp.188）。もちろん、それ以前の政策が創造産業とかかわらない
とは限らない。後藤（2013, pp.2-3）によると、日本国内では情報産業におけるコンテンツ産業
の振興が先行して注目され、そのため、2000 年以降、IT 基本法（2000 年）、文化芸術振興基








                                                     
18 中國時報「古蹟委外 學者：恐落財團手裡」2015 年 2 月 3 日, 藝文副刊﹑聯合報「市府釋善意 大目故事館有譜」
2015 年 4 月 8 日, B 大台南運動、中國時報「有話要説－真財團假文創」2015 年 4 月 15 日, A12. 
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第 1 節 研究方法と事例選定 
Step 1. 文献研究 
文化遺産建造物利活用及び創造産業に関する文献を整理し、文化遺産建造物、創造産業、創
造性お互いの関連性を示し、現在の研究の到達点をまとめる。 
Step 2. 事例選定 
 まず、代表的な事例を選定するために、2016 年 12 月までに公表されている台湾と日本で「受
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本研究では、まず Step 3.で示した 4 点の主軸を調査して得られた情報を、第 4 章において
台湾と日本の相違点を着目して整理する。 
第 5 章では、第 4 章でまとめた台湾と日本の相違点に基づき、台湾における文化遺産建造物
を活かした創造産業の創造性を促進する方策を提示するために必要となる課題を明らかにす


















第 2 節 事例概要と質問項目 
3-2-1 事例概要 
本節ではまず台湾、日本における事例調査で取り上げる各文化遺産建造物の概要について紹

























                                                     






































                                                     






































                                                     

















運営者：横浜赤レンガ倉庫 1 号館（以下・赤レンガ 1 号館）－公益財団法人横浜市芸術
文化振興財団 






















                                                     
23 「ヨコハマ Trive」とは、株式会社横浜赤レンガの作った開発コンセプト。Trive は Try＆Live から作った言葉
で、「赤レンガ倉庫が建てられた時代の躍動感」「躍動感のある施設にしていこうという挑戦」「テナントリーシン
グの核」という 3 つの理念が含まれている。 
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して、回答者たちに創造産業について説明した（表 3-4）。また、前節で示した 4 点の主軸を基
づき、表 3-5、表 3-6 のように行政側と運営側それぞれへの質問項目を作った。 
 
第 4 章 台湾と日本における文化遺産建造物利活用の現状比較 
本章では、聞き取り調査を通して明らかとなった主な相違点を「文化遺産建造物の機能転換」
「創造産業に関する意識」「管理運営制度」に 3 点分けて、各節で台湾と日本の現状を比較す
る。また、分析する際に、各回答者は表 3-3 の番号で称呼する。 
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23 
れの館内には商業スペースも有するが、主要事業が文化芸術活動であることは明確である。一

































は常に新しい価値と文化を特色として発信し、回答者 F1 の聞き取り及び 2015 年横浜市文化
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24 田德財（2016 年 10 月 12 日）「花蓮文創園區 很辛苦經營」更生日報、http://www.ksnews.com.tw/index.php/ 
news/contents_page/0000903404（2017 年 11 月 10 日アクセス） 
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であった NPO 法人バンクオブアーツ岡山（BOA）である。初期は 3 年契約での指定管理であ
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27 
金は交付されず、逆に賃貸料金が発生し、その金額は土地の価値によって変更する。運営の権




































































第 5 章 創造性促進に関する分析 
本論は、文化遺産建造物の利活用だけでなく、それをいかにして創造産業の創造性の促進に
までつなげるのかに注目している。したがって、本章では前章の比較分析を踏まえ、さらに第








第 1 節 創造性による伝統の連続的発展（Ⅰ） 





























南市の賑わいを創出している。回答者 C3 によると、上記の 2 事例に対し、文化施設である道








































                                                     
















者 B1 と C2 への調査による）。本研究で取り上げた事例の場合、いずれも 2012 年前から運営
を始めているが、一回契約更新を経た道禾六芸文化館はすでに財政部の指標を参考にして、評
価の項目を調整した。一方、林百貨の場合はまだ契約当初の通りに、コンサルティング会社に
よるフィジビリティスタディで作成した表 5-1 の評価項目を使用している。それでも表 5-1、















































5-8 に参照でき、主に ① 協約の取組状況、② 環境・状況の変化、③ 団体の経営状況、④ 今







                                                     
28 平成 29 年度東京都管理団体経営目標（2017）によると、財団法人などは、原則「利用者・都民本位」から 3 指標
以上、「効率化」から 1 指標以上設定し、合計で 5 指標設定する（「収益増加」からの設定は任意）。 












































                                                     
32 公益財団法人横浜市芸術文化振興財団「事業概要 | 公益財団法人 横浜市芸術文化振興財団」＜http://fp.yafjp. 
org/outline＞2017 年 12 月 10 日アクセス. 
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している。その一方、岡山の文化振興のために、Renaiss Music Incubation という支援のプロ
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35 
ジェクトを実施し、単なる展示や演出空間の提供だけでなく、若手アーティストへの補助金も
提供している（回答者 E2 による）。 
最後、横浜赤レンガ倉庫の場合について、2 号館は商業活動を目的としているのに対し、創




















第 4 節 小括 
























































 次に、創造性の促進について、本論は 3 つの分析軸「I. 創造性による伝統の連続的発展」
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図表 
第 2 章  
表  2-1 文化および創造産業における異なる分類システム  





イギリス  DCMS モデル  
UK DCMS model 
シンボリックテキストモデル  
Symbolic texts model 
同心円モデル  























WIPO 版権モデル  
WIPO Copyright Model 
ユネスコ統計研究所モデル  
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図  2-1 文化産業同心円モデル  
 
 
図  2-2 The creative industries－A stylised typology 
 
出典：  
図 2-1 UNESCO, et al.（2013）p.23. スロスビーの著書「文化政策の経済学」では本モデルの概念を提出したが、画像
化されてない。本論はユネスコの提出した画像を引用し、「文化政策の経済学」の日本語訳本の翻訳を参考として
画像を再作成した。  
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第 3 章  
表  3-1 事例選定リスト・台湾（筆者作成）  
 
  






Design for Asia Awards-Grand 
Award（2016）  
2016 O O O 
歴史  
建築  






























































国家文化資産保存賞（第二回）  2012 △*D O △ 
市定  
古蹟  




中華建築金石賞（第十九回）  2011 X X X 
市定  
古蹟  








2. 本表は 2010 年以前の事例を省略した。  
3. 各賞の概要  







*國家文化資產保存獎－台湾文化部が 2009 年から 2 年か 3 年に一度、文化資産保存に貢献した個人や団体などを表彰す
る賞である。また、第四回は 2016 年 9 月から募集し始め、本論では第三回までの受賞事例を採用した。  
注  
A. 「古蹟」という言葉は、台湾では「文化財建造物」という意味を指す。  
B. 台北市議会（2015）によって、多重下請けの状態となっている批判があるため、官民協働の調査事例として適切ではな
いと考えられる。  
C. 受賞したのは広場全体であるが、実際に官民協働で活用されている部分は輪番所だけである。  
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表  3-2 事例選定リスト・日本（筆者作成）  
 
種別  建造物・事業名  所在地  最新受賞名  受賞年  民間委託  利活用  事例選定  




東京都港区  グッドデザイン賞  2015 O O O 
登録有形文化財  
結城  澤屋  
（つむぎの館－弐の蔵）  
茨城県結城市  グッドデザイン賞  2015 X △ X 
登録有形文化財  
富久千代酒造   
酒蔵改修ギャラリー  
佐賀県鹿島市  グッドデザイン賞  2015 X O X 
神戸市指定有形文
化財  
旧ジェームス邸  兵庫県神戸市  BELCA 賞  2015 X O X 
登録有形文化財  大多喜町役場  千葉県夷隅郡  BELCA 賞  2014 X X X 
砺波市ふるさと文
化財  
若鶴大正蔵  富山県砺波市  グッドデザイン賞  2014 X O X 
近代化産業遺産  神戸商船三井ビル  兵庫県神戸市  BELCA 賞  2014 X X X 
国宝・重要文化財  東京駅丸の内駅舎  
東京都  
千代田区  
BELCA 賞  2014 X X X 















京都府京都市  BELCA 賞  2012 X X X 
佐賀県遺産  旧唐津銀行本店  佐賀県唐津市  BELCA 賞  2012 X O X 
東京都選定歴史的
建造物  
早稲田大学  2 号館  東京都新宿区  BELCA 賞  2011 X O X 
登録有形文化財  南海ターミナルビル  大阪府大阪市  BELCA 賞  2011 X X X 
登録有形文化財  名古屋大学豊田講堂  
愛知県  
名古屋市  
BELCA 賞  2010 X X X 








2010 O O O 
東京都港区指定有
形文化財  




2. 各地方自治体の文化財制度と、経済産業省の近代化産業遺産制度も取り入れた。  
3. 本表は 2010 年以前の事例を省略した。  
4. 各賞の概要（表 3-1 と重複した表彰制度を除く）：  
*BELCA 賞：公益社団法人ロングライフビル推進協会（BELCA）により、1991 年から開催された賞である。長期に
わたって適切な維持保全を実施したり、優れた改修を実施した既存の建築物のうち、特に優秀なものを選び、その関
係者を表彰する。ロングライフ部門とベストリフォーム部門の 2 部門がある。  
*BCS 賞：「優秀な建築物を作り出すためには、デザインだけでなく施工技術も重要であり、建築主、設計者、施工者
の三者による理解と協力が必要である」という理念で、建築業協会が 1960 年に創設された賞である。  
*日本建築学会賞：建築に関する学術・技術・芸術の進歩発達をはかるとともに、日本の建築文化を高める目的で、建
築に関する特に優秀な業績を表彰する。  
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1. 文化遺産建造物（或いはその周辺）で行っている事業について  
(a) 最初はどういうきっかけで民間に委託することを導入し始めましたか？  
(b) 運営者にどれぐらいの権限を与えていますか？  




(a) 文化遺産建造物の利活用について  
① 活用のために、運営者にどのようなことを期待していますか？  
  ② 期待に沿わない場合はどうしますか？  
（例えば評価制度などによる業務改善の仕組みなど）  
(b) 運営について  
① 民間との連携によって、上手く行っている点がありますか？  
② 民間との連携において、課題となっている点がありますか？  
③ 普段は、運営者とどういう接点を持っていますか？  
（例えば、月／年に一回の会議、視察など）  
④  今回の事例について、これまで行政側はどのような財政負担をしていますか？   
（例えば、管理料や補助金の提供など）  
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表 3-6 調査項目－運営側（筆者作成）  
 
  
1. 文化遺産建造物（或いはその周辺）で行っている事業について  
(a) 最初はどういうきっかけで事業を始めましたか？  
(b) 現状について  
① 運営してからどれぐらいの時間を経ましたか？  
② 文化遺産建造物は、そこで行われる事業にどのような影響を与えますか？  




(a) 文化遺産建造物の利活用と運営について、特に困難だと感じたことがありますか？   
(b) 運営について  
① 運営の形と内容は最初どうやって決めましたか？  
② 財源は持続可能の状況ですか？行政からの補助金、資金（収入）はどうですか？  
③ 普段、行政と協働している事業や活動がありますか？  
④ 民間との連携によって、上手く行っている点がありますか？  
⑤ 民間との連携において、課題となっている点がありますか？  
3. 運営の内容について：  
(a) 活動・イベントの内容を判断する基準は何ですか？（どうやって決めますか？）  
(b) 現在、主要な事業（ホールの運営など）以外、ほかにどんな活動を行っていますか？   
（例えば、文化芸術に関わるワークショップ、講座或いはイベントの企画など）  
(c) その中で、持続的（例えば月に一回、年に一回）に行っている活動がありますか？  
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第 5 章  
表 5-1 台南市林百貨管理運営プロジェクトの運営成果評価項目  
＊財務管理は上記項目に含まれていないが、評価する際に、運営者は毎年の財務状況を提出する必要がある。  
出典：市定古蹟原林百貨 (文創百貨 )委託民間經營 OT 案前置作業計畫報告書（2013） , p.9-8,  
回答者 B1 による資料提供、（筆者翻訳）  
 
表 5-2 台中刑務所演武場（道禾六芸文化館）管理運営プロジェクトの運営成果評価項目  



























































出典：回答者 C2 による資料提供（筆者翻訳）  
  
評価項目  配点  各項目の得点  説明  
運営内容及び項目  40％  - - 
顧客満足度及び公益活動  15％  - - 
施設の維持管理及び防災やその教育演習  15％  - - 
政策の反映度  10％  - - 
来年度の運営計画  20％  - - 
総得点   - 
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表 5-3 促参法によるプロジェクトの評価項目及び指標  
評価項目の  
需要オリエンテーション  
評価項目と配点  評価指標  
A. 公共部門の需要  
（得点配分：50±11 点）  
資産の維持管理  










（得点配分 3±1 点）  
敷地内の衛生維持  
敷地内の安全管理  



















B. 使用者の需要  
(得点配分：35±7 点 ) 
サービス満足度  






C. 一般大衆の需要  
(得点配分：15±3 点 ) 
契約に基づく社会的責任  






D. 運営全体評価  
(総得点±5 点) 
優良事項  
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表 5-4 本研究における台湾事例の評価項目まとめ（筆者作成）  
促参法による評価項目  林百貨の評価項目  道禾六芸文化館の評価項目  各項目の統合と平均配点  
運営計画  





























































（得点配分 15±3 点 ) 
なし  
優良事項  
（上限 5 点の加点）  
なし  なし   
要改善・契約違反など  
（上限 5 点の減点）  
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表 5-5 実施状況の点検の視点（岡山県）  










 個人情報など情報管理は適切に行われているか。   
 労働法令その他の関係法令等に基づく義務（法定点検・資  
格者の配置・各種届出等）は履行されているか。   
 監督官庁から指導等を受けていないか。   
安全性の確保  
・ 安全マニュアルは整備されているか  
・ 施設の安全確認の実施状況は適切か。   
・ 危機管理体制は整備されているか。その実効性に問題は  
ないか。   
・ 指定管理者の責めに帰すべき事故は発生していないか。  
財産の適切な管理  
・ 県有の施設・設備の破損、紛失等はないか。   





・ 利用者増加に向けた具体的な取組が行われているか。  
収支状況  
・ 収支決算は、収支計画との比較でどうなっているか。  
・ 経費削減に向けた具体的な取組が行われているか。  
・ 県の負担額は削減されているか。  
サービス向上  
・ サービス向上の具体的な取組が行われているか。  
・ 利用者の意向は適切に確認されているか。  
・ 利用者の満足度はどうか。  
・ 苦情等の対応は適切に行われているか。  
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表 5-6 経営目標の設定・評価（東京都）  
視
点  
利用者・都民本位  ニーズにマッチしたサービスの提供が行われているか等  
効率化  適切な費用でサービス提供が行われているか等  
収益増加  収益を確保して経営の安定につなげているか等  
目指す姿に向けた方策  団体が想定する目指す姿に到達するための方策  
成果指標  目指す姿に向けた方策を達成するための手段  




 財団法人などは、原則「利用者・都民本位」から 3 指標以上、「効率化」から 1 指標以上設定し、合計で
5 指標設定する（「収益増加」からの設定は任意）。  
東京都「平成 28 年度東京都監理団体経営目標の設定状況」をもとに筆者作成  
 




No. 視点  目指す姿に向けた方策  成果指標  





























東京都「平成 29 年度東京都監理団体経営目標設定シート」及び「平成 29 年度東京都監理団体経営目標に関する評価委員
意見について」をもとに筆者作成   
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表 5-8 平成 28 年度総合評価シート（横浜市外郭団体）  
注：本研究では台湾と日本の評価項目だけに着目するために、評価の内容を省略した。  
横浜市総務局（2017）「平成  29 年度第３回横浜市外郭団体等経営向上委員会  会議資料」pp.21-23 により筆者作成 . 
 
表 5-9 台湾事例と岡山県事例の評価項目比較（筆者作成）  
 
①  協約の取り組み状況  
公益の使命の達成に向けた取り組み（1）  
①  専門文化施設 4 施設の利用者数  
②  海外との連携による発信力の高い“横浜オリジナル事業”の創造・発信  
公益の使命の達成に向けた取り組み（2）  








②  環境・状況の変化  - 
③  団体の経営状況  - 
④  今後の課題  - 















顧客満足度  サービス向上、利用状況  
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＊ 許添財市長の在任した 2006 年辺り、市は林百貨のフィジビリティスタディを中
華民国建築発展協会に委託した。当時の研究結果によって、3 種類の可能性があ
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＊ ほか  
1. 公共部門（地方自治体）への賃金 
 A. 賃貸料金 



















1. 事業や運営の決め方-   
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を収めて。次年から持続する必要性を感じ、規模もだんだん拡大してきた。 
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進民間参与建設法」（以下、促参法）の OT を導入する第一号事例となった。 
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運営者との接点 
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に、行政内部の協調も必要である。 
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- 県からもらったのは 3000 万円ぐらいで、残りの 4000 万円ぐらいは自主財源で、
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ろな規則がある。例えば、指定管理者制度では、5 年に 1 回プレゼンテーションを
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－ 2016 年度の補助金は、合計で 103,037 千円（1 億 300 万円）である。その中、
文化観光局（ソフト面）からの補助金と港湾局（財産の所有、インフラ）からのも
のがある。小さい修繕は補助金で、大きな修復、設備工事は港湾局が行う。 




























＊ 都市計画と合わせて、エリア一体で開発する。  
＊ 2 号館は有償で市から横浜赤レンガ倉庫（株）に貸し出し、中にテナントを招くと
いう形である。また、1 号館の中のテナントも同じ形で行っている。  
＊ 1 号館の利用料金については、利用する設備によって異なるかもしれないが、合計
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2002 年から 15 年間ずっと同じ、財団が運営してきた。 
指定管理者制度ではない。1 年ごとの賃貸契約を結んで事業を行っている。（昔は三年






















































































一年通して約 9 つあり、これからも続けていこうと思っている。 
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＊ 例外もある、例えば創設 105 周年を機に、横浜の水道局の協力を得て、赤レンガ
倉庫のオリジナルパッケージのオフィシャルウォーターを作って販売することが
ある。でも、これは運営者が直接販売することというより、むしろ希望のあるテ
ナントさんが販売してもらうなどという方法で行っている。 
 
 
